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朝来市総合計画審議会条例 
 

 （設置） 

第１条 地方自治法（昭和 22年法律第 67号。以下「法」という。）第 138条の４第３

項の規定に基づき、朝来市総合計画審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

この条は、総合計画審議会の設置根拠を定めたもので、地方自治法に定める附属

機関として設置するものです。 

 

 （所掌事務） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、法第２条第４項の規定による市の基本構想及び

これに基づく基本計画の策定に関する事項について調査及び審議し、その結果を市長

に答申するものとする。     

 この条は、審議会の所掌事務を定めたもので、法第２条に定める基本構想ととも

に基本計画策定に関する調査審議を行い、その結果を市長に答申することを定めた

ものです。 

 

 （組織） 

第３条 審議会は、委員２０人以内で組織する。 

２ 委員は、審議会の所掌事務について優れた識見を有し、かつ公正な判断をすること

ができる者のうちから、市長が委嘱する。 

第１項は、委員数を２０人以内と定めるものです。 

第２項は、委員の要件及び委員選任の方法を定めたものです。 

 

（任期） 

第４条 委員の任期は、審議会の所掌事務を終了した時をもって満了とし、解嘱される

ものとする。 

 この条は、委員の任期を定めたもので、第２条に定める基本構想及び基本計画に

関する答申の時をもって任期満了とするものです。 

 

 （会長及び副会長） 

第５条 審議会に、会長及び副会長をそれぞれ１人置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

  この条は、審議会会長及び副会長の設置及び選出方法並びにその職務等を定める

ものです。 
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 （会議） 

第６条 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の会長は、会議の議長となる。 

４ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは会長の決するところ

による。 

５ 会長は、所掌事務について必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席

させ、意見又は説明を聴くことができる。  

 この条は、審議会の会議の運営方法等について定めるものです。 

 

 （オブザーバー） 

第７条 審議会にオブザーバーを置くことができる。 

２ オブザーバーは、審議会の所掌事務について専門的な知識又は経験を有する者のう

ちから市長が委嘱する。 

３ オブザーバーは、会長の求めに応じ審議会に出席し、審議に関する助言又は協力を

行うものとする。 

 第１項は、審議会審議の円滑な進行及び計画の実効性を担保するため、委員以外

にオブザーバーを設置することができる旨を定めるものです。 

第２項はオブザーバーの要件を、第３項はオブザーバーの業務を定めるもので

す。 

 

 （報酬） 

第８条 委員の報酬は、朝来市委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例（平成

１７年朝来市条例第６３号）の定めるところによる。  

 この条は、委員に対し報酬を支払う旨を定めたもので、当該報酬の額については、

朝来市委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例に定めます。 

 

 （庶務） 

第９条 審議会の庶務は、市長公室総合政策課において処理する。 

 この条は、審議会の庶務担当課を市長公室総合政策課と定めるものです。 

 

 （委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、別に定め

る。 

 この条は、審議会の運営に関し、この条例に定めのない事項についての委任を定

めたものです。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 この項は、条例の施行日を公布の日と定めるものです。 

 

（最初の審議会の招集） 

２ この条例制定後初めて開催する審議会は、第６条第１項の規定にかかわらず、市長

が招集する。 

 条例制定後、最初に開催する審議会については、経過措置として市長が招集する

ことを定めたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
■留意事項 
令和２年 12月議会にて、朝来市の付属機関のうち、会議を招集ることが困難な場合

において、その所掌事務の円滑な執行を確保するための書面による審議が必要なものに

ついて、当該書面による審議の特例を規定する改正案を提案しており、朝来市総合計画

審議会も改正予定です。 

  


